
【別紙】

対　象　職　員
（予算上清掃費で措置されている職員）

判断 備　考

・課員、事務所全員が、事務職員も含めて「清掃事業
 職員」に該当

　　（管理職員（課長、補佐）も該当）

課・事務所単位
・清掃課などの名称の課があり、業務内
 容が、ほぼ清掃事業に特化しているケ
 ース

専任の係の職員
（又は専任のグループ）

・専任の係員全員（又は専任のグループ全員）が、
 事務職員も含めて「清掃事業職員」に該当

　（管理職員は、業務量等に基づき実態判断）
　　　　清掃＞　その他　は、対象
　　　　清掃＜　その他　は、対象外

係単位
（グループ単位）

・○○・清掃課などの名称の課で、複数の
 課が合体したようなケース

・専任の係（又は専任のグループ）単位
 で、業務内容が、ほぼ清掃事業に特価し
 ているケース

専任の係も専任の
グループもない職員

・係又はグループ内で複数の者又は個人が担当

（担当者の業務量等に基づき実態判断）
　　　　清掃＞その他　は、対象
　　　　清掃＜その他　は、対象外

例外的に
個人単位

・規模の小さな市町村において、総務課
 などの名称の課で、多岐にわたる業務
 の中に清掃事業が含まれるケース

職員の区分（清掃事業職員）に関する概念図

※　各市町において、予算上清掃費として措置されている業務内容と負担金の職員区分における業務内容は、基本的に同じ内容になると思われますが、
   ちなみに地方交付税（単位費用）の「清掃費」では、ごみ処理費、し尿処理費、分別収集・廃棄物減量化対策費等の項目があげられています。
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別添 

留意事項（会計年度任用職員制度） 

 

令和２年度に導入された会計年度任用職員制度について、基金の補償対象外の職員の給

料等を給与費総額から除く必要があります。添付の災害補償Ｑ＆Ａをご参照ください。 

 

【要点】 

決算書上の「２節 給料」、「３節 職員手当等」から、常勤的非常勤職員に該当しない

会計年度任用職員の給料等を除算する必要があります。 

 

 

 

●職種区分別対象外職員一覧表（別紙３） 

 各団体において、除算する会計年度任用職員の給料等を把握するのにご活用ください。 

 地方公務員災害補償基金長崎県支部のホームページにもエクセルシートを掲載しており

ますので、そちらもご利用ください。 

http://www.pref.nagasaki.jp/bunrui/kenseijoho/soshikiannai/chikousai/hutankin/ 

 

●令和 6年度確定負担金算定書（別紙１） 

 別紙３の合計額を（給与の総額から控除する額）欄に反映させてください。 

  

パートタイム

会計年度任用職員

「期末手当」
ー ー

「２節　給料」

「３節　職員手当等」

決算書

常勤的非常勤職員の

要件を満たしていない

フルタイム

会計年度任用職員

「給料」

「手当」

http://www.pref.nagasaki.jp/bunrui/kenseijoho/soshikiannai/chikousai/hutankin/


Q&A

2 14号通知、15号通知について

本件は、第三者加入の自賠責保険会社及び

任意保険会社へ、療養補償を支払う前に、「自

動車事故による地方公務員災害補償法第59条

関係事務の取扱いについて」(平成21年 3月 10

日付14号理事長通知)別紙様式 1、 2に よる

照会を行っていませんでした。

支部は、補償実施前に(療養補償支払い前

だけでなく、自賠責保険の後遺障害の保険金

額を確認するため障害補償を支払う前にも)

14号通知による文書を送付し、当該照会・回

答により、基金で補償予定 (のちの保険会社

への求償予定)があることを知らせたり、保

険会社の支払い状況を把握して、免責額があ

る場合、免責して補償を支給決定します。

また、被災職員に人身傷害保険会社がある

場合、「第三者加害事案の事務処理における

人身傷害補償保険の取扱ぃについて」(平成21

年 3月 10日 付15号理事長通知)を ご確認 くだ

さい。基金は、人身傷害保険については求償・

免責の対象とならないこと、人身傷害保険は

無険約款により基金・労災等の補償は、同一

事由の損害について保険金の支払いが控除さ

れること等から、15号通知別紙様式 1、 2に

より基金が補償予定である旨を通知する必要

があります。

各支部におかれましては、14号通知、15号

通知を活用し、各保険会社と情報交換や情報

共有を図り、円滑な求償事務を行うようお願

いいたします。

Ⅱ 確定負担金算定の基礎となる給

与の総額の確認方法について

A. て得i暴と怪S姦羅 腱 :】

様式錫J紙様式第13号 )以上に細かく定めたもσ)

はないため、各支部においてそれぞれ工夫され

ているものと思われますが、令和 2年 1月 号に

おいて、会計年度任用職員制度の導入を踏まえ

た確認方法をお知らせするとともに、確認の際

の参考様式もご紹介させていただいております

ので、改めてご参照いただければと思います。

給与費総額等の確認にあたっては、令和 2年

1月 号においてご紹介した参考様式 (男U添参照)

のような様式等 (以下、参考様式等といいます。)

を地方公共団体等に決算書等とともに提出して

Q 支部において、毎年、地方公

共団体及び地方独立行政法人

(以下「地方公共団体等」という。)か ら提出

された確定負担金報告書の算定基礎の様式

に記載された給与費総額等について、地方

公共団体等から提出された決算書や人件費

明細書等により確認を行っていますが、基

金の補償の対象外の職員の給与等を控除し

たり、企業会計の場合には賞与の引当金を

控除するなど、確認が細かく、確認が難し

いケースがあります。

確定負担金算定の基礎となる給与費総額

等について、分かりやすい確認方法をご教

示ください。

(訟務課第二係長 加藤真木子)

災害補償 令和 7年 1月 冬号 123
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Q&A

いただき、次のような点に留意していただくこ

とで、地方公共団体等、支部ともに確認がしや

すくなるのではないかと考えます。

① 職種区分ごとに参考様式等の表を作成する

職種ごとに負担金率が違うため、職種ごとに

対象者、給与総額等を確認する必要があります。

② 決算書上の日ごとの「給料」や「職員手当等」

を転記した上で、除外理由と金額を記載する

参考様式等に、決算書に記載の「給料」や「職

員手当等」の金額を転記していただき、その上

で、除外すべき給与や手当の金額を転記し、確

認することで二重控除等の誤りも防げることが

考えられます。

この際、基金の補償の対象となる常勤的非常

勤職員の給与については、決算書上の目ごとの

「給料」「職員手当等」から、常勤的非常勤職員に

該当しない会計年度任用職員に係る給与等を除

外することとなりますので、この点についても、

除外すべき給与等を参考様式等に記載すること

で、控除もれ等の誤りが防げることも考えられ

ます。

また、企業会計の場合は、賞与については、

当該年度の実支給額により算定しているか注意

が必要です。翌年度に支給される賞与に係る引

当金については控除し、前年度決算に計上され

た当年度支給される賞与に係る引当金について

は加算することになります。さらに通勤手当に

ついては、決算上消費税が税抜処理されている

場合には、消費税分を加えた実支給額となって

いるかの確認も必要です。

③ 参考様式等に該当する決算書のページを記

載する

参考様式等に決算書の該当ページを記載して

もらうとともに、決算書の該当箇所にマ‐カー

していただいたり、付せんを貼ったものを提出

していただくことで、支部における確認作業も
)

効率的になるものと思われます。

給与費総額等の確認作業は、各支部におかれ

て、大変ご苦労されており、それぞれのやり方

で工夫されているかと思います。この場を借り

て、御礼申し上げます。負担金を正しく納付し

ていただくことは、負担の公平性の観点からも

大変重要ですので、何卒ご協力の程宜しくお願

いいたします。

(経理課主幹 岡本理恵)

124災 害補償 令和 7年 1月冬号
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Ⅱ 確定負担金算定の基礎となる給
与の総額の確認方法について

Q 支部において、毎年、地方

公共団体及び地方独立行政法

人(以下｢地方公共団体等｣という。)から提

出された確定負担金報告書の算定基礎の様

式に記載された給与費総額等について、地

方公共団体等から提出された決算書や人件

費明細書等により確認を行っていますが、

基金の補償の対象外の職員の給与等を控除

したり、補償の対象となる常勤的非常勤職

員に係る給与等を加算するなど、決算書の

目ごとに記載された数値をそのまま計上で

きないケースがあります。

また、令和２年度から会計年度任用職員

制度が導入されますが、その給与費は従来

の非常勤職員とは予算上の取扱いが異なる

と聞いています。

確定負担金算定の基礎となる給与費総額

等について、より効率的な確認方法や会計

年度任用職員制度導入後の注意点をご教示

ください。

A 給与費総額等の確認方法につい

ては、経理事務処理要領で定める

様式(別紙様式第13号)以上に細かく定めたもの

はないため、各支部において様々工夫されてい

るものと思われます。

支部監査やブロック会議における情報交換の

際、ある支部において管内の地方公共団体等に

示している様式が非常に確認しやすいものでし

たので、参考までにご紹介させていただきます。

ポイントとしては、①職種区分ごとに表を作

成していること、②決算書上の目ごとの｢給料｣

や｢職員手当等｣を転記した上で、除外理由と金

額を記載させていること、③該当する決算書の

ページを記載させていることです。

決算書についても、該当箇所にマーカーした

り付せんを貼ったものを提出していただくこと

で、支部における確認作業も効率的になるもの

と思われます。

基金の補償の対象となる常勤的非常勤職員の

給与費については、前述のような決算書の目の

額の転記とは別に一覧表を作成し、その分を加

算しているところが多いと思われます。

令和２年度に導入される会計年度任用職員に

係る給与費の予算上の取扱いについては、平成

31年３月29日付け総務省自治行政局公務員部公

務員課長他通知｢会計年度任用職員制度の導入

等に向けた留意事項について｣の問18－２①の

問答において、｢フルタイムの会計年度任用職

員について、給料は｢２節 給料｣に、手当は｢３

節 職員手当等｣に(中略)計上することとな

る。｣とされています。

したがって、令和３年度に行うこととなる令

和２年度確定負担金の報告に当たっては、令和

元年度までの確定負担金の報告とは異なり、決

算書上の目ごとの｢給料｣｢職員手当等｣から、常

勤的非常勤職員に該当しない会計年度任用職員

に係る給与等を除外する必要が生じますので、

ご注意ください。

災害補償 令和２年１月冬号74

Q&A
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給与費総額等の確認作業は、各支部、特に都

道府県支部におかれては、大変ご苦労されてい

ると思いますが、負担金を正しく納付していた

だくことは、負担の公平性の観点からも大変重

要ですので、ご協力をお願いします。

(経理課係長 市川志帆)

災害補償 令和２年１月冬号 75

Q&A
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災害補償 令和２年１月冬号76

Q&A



Ⅱ　給与費総額から除く「基金の補
償対象外の会計年度任用職員へ
の支給額」について／年度途中
から基金の補償対象となった場
合の給与費総額への計上につい
て

　令和２年度から会計年度任

用職員制度が導入されてお

り、令和２年度確定負担金では、令和２年

度決算における給与の総額を算定の基礎に

用いるため、その対象に会計年度任用職員

のうち、常勤的非常勤職員となる者が含ま

れることになります。これまで、管内の各

団体には、『別紙様式第13号　　年度確定

負担金報告書』に加えて、給与費内訳書を

作成していただき、併せて決算書又は人件

費明細書を徴して確認をしておりますが、

会計年度任用職員制度導入後は各団体へ別

途作業を依頼する必要があるのかご教示く

ださい。

　また、常勤的非常勤職員の要件を満たし、

年度途中から基金の補償対象となった職員

について、確定負担金の算定基礎となる給

与費総額には、いつからの給料及び手当を

計上するのでしょうか。

　　　　　　　令和２年度に導入された会計年

度任用職員に係る給与費の予算上

の取扱いについては、平成31年３月29日付け総

務省自治行政局公務員部公務員課長他通知「会

計年度任用職員制度の導入等に向けた留意事項

について」で示されており、制度導入後の注意

点については、令和２年１月冬号の災害補償

Q&AⅡに掲載したところです。

　会計年度任用職員制度の導入に伴い、令和２

年度決算から、フルタイムの会計年度任用職員

の給料と手当、パートタイムの会計年度任用職

員の期末手当が、常勤職員と同じ区分に計上さ

れることとなるため、令和３年度に行う令和２

年度確定負担金の報告については、令和元年度

までの報告とは異なり、決算書上の「２節�給

料」、「３節�職員手当等」から、常勤的非常勤職

員に該当しない会計年度任用職員の給料等を除

算する必要が生じます。

　各支部におかれましては、確定負担金報告書

の給与の総額を確認するため、各団体から決算

書等と併せて給与費内訳書を作成していただ

き、金額の確認をされておられるかと思います。

確定負担金の精算作業の際、これまでは、非常

勤職員の給料等について、基金の補償対象とな

る「常勤的非常勤職員」の分を、決算書の数字に

「加算」していたところ、令和２年度分からは、

決算書に計上された会計年度任用職員の給料等

Q

A

 
「２節 給料」

「３節 職員手当等」

決算書

常勤的非常勤職員の
要件を満たしていない

「給料」

「手当」 「期末手当」
－ －

フルタイム
会計年度任用職員

パートタイム
会計年度任用職員

74 災害補償　令和３年１月冬号
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から基金の補償対象とならない職員の分を「除

算」することになります。除算する必要がある

金額を把握する資料として、例えば、別紙のよ

うな『職種区分別の対象外職員一覧表』を給与費

内訳書の参考資料として各団体に作成していた

だき、確認作業をしていただくことも考えられ

ます。

　また、年度途中から基金の補償対象となった

場合の給与費総額への計上についてですが、常

勤的非常勤職員は、その要件に該当するに至っ

た日以後、地方公務員災害補償法が適用されま

す。このため、基金の補償の対象となってから

の給料及び手当が確定負担金の算定基礎とな

り、その職員の月割り額を計上することとなり

ます。対象となった年度の支給額全てが該当し

たり、日割り計算するわけではありませんので

ご注意ください。

※参考

　・�令和元年12月20日付け基金企画課事務連絡

　・平成17年２月号月刊災害補償Q&A

　　�「Ⅰ　常勤的非常勤職員になりうる日につ

いて」

　

� （経理課係長　市川志帆）

75災害補償　令和３年１月冬号
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別紙

職種区分別 対象外職員一覧表

　※職種区分ごとに作成

【常勤的非常勤職員の要件を満たしていないフルタイム会計年度任用職員】

所属 氏名 給料 職員手当等 備考

□□□課 〇〇　〇〇 ×××××円 ××××円

■■■課 ●●　●● ×××××円 ××××円

円)イ(円)ア(計合

【パートタイム会計年度任用職員】

考備当手末期名氏属所

円××××△△△△課□□□

円)ウ(計合

上記の金額は、常勤的非常勤職員に該当しない会計年度任用職員への支給額であり、

決算書の「２節 給料」、「３節 職員手当等」から除く必要があるため、

負担金の算定基礎となる給与の総額からこの合計額を控除しております。

給与の総額から除く「基金の補償対象外の会計年度任用職員への支給額」について

(ア)＋(イ)＋(ウ)　　円 

◆◆職員

（例）

※１ 必要に応じ、採用時期等、常勤的非常勤職員の要件に該当しない

ことを確認する欄を追加しても良いと思います。

※２ なお、団体により、会計年度任用職員の給料等の決算書への計上

方法が、総務省通知（平成31年３月21日付け公務員課長他通知）

と異なる場合は、基金に報告する給与費に過不足がないように、

適宜、確認してください。

76 災害補償　令和３年１月冬号

20-11-294　072_Ｑ＆Ａ.indd   7620-11-294　072_Ｑ＆Ａ.indd   76 2021/01/13   16:59:092021/01/13   16:59:09



I 常勤的非常勤職員広之まりうる自について

Q 非予言動職員が地方公務員災害檎｛禁法

(RBfU42年8月1日法律第121号）第 2

第1摂のri議員J（常勤的非常勤職員）とな

るのは、常勤の議員tこ定められる勤務時

間以上勤務したEが18B以上ある月が引

き統いて12月を超え、その鎧えるド蕊っ

た日以後も引き続き勤務することを要す

ることと開きました。具体的に、平成15

年 4丹 58に非常勤職員として採用さ

れ、上記の饗持を満たした場合、常勤的

非常勤職員に去る日は、次のいずれによ

ります

1 抹府された丹についてもr1s日

勤務Jしていることから、戸i丹から

して12月を超えるに至った平成16年

4月I8から常勤的非常勤職員として

寂り扱う。

2 1により 12月を諮えるに至り、かつ、

採用されてから引き続き 1年を経過し

lた山山一一勤職員として取りま及

A Iにより平成16年4月1日から常勤的非常

勤1議員として取り扱います。

常勤的非常勤鞍員の要件については、「地

方公務員災害補撰法における常動職員に準ず

る非常勤職員の範関等についてJ（昭和42年 9

月20日自治省告示第150号｝により、常時勤務

に賊することを嬰しない地方公務員のうち、

雇用関掠が事・炎上継続していると認められる

場合において、常時勤務に服することを

る地方公務員について定められている勤務時

開以上勤務した日が18日（昭和63年4月1日

前の期開については22日、昭和63年4月1日

4年 5月1告訴の期間については20

日）以上ある月が引き続いて12丹を揺えるに

った者で、その超えるに至った詩以後引き

続き当該勤務時間により勤務することを要す

ることとされています。

この鶏詩の計葬にあたっては、月を単f立と

して計算し、~該丹に18日以上勤務していれ

ば勤務した期間とされることから、その期間

が12月を紛え、引き続き勤務することを

ることとされていれば、日を主手段としてみ

場合に 1年金経過していなくとも常動的非常

勤i議員とな号ます。

i差に、平成15年4月26日に抹用された場合

は、同月はrrnaw.上鈴務jできないため、翌

月から起算して12月を謡えるに至った平成16

年5月1日から常動的非常勤職員として車り

扱うことになりま

（企画課主事
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